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平成１９年１０月４日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成１８年(ワ)第２５０９号 損害賠償請求事件

口頭弁論終結日 平成１９年８月２３日

判 決

原 告 Ａ

同訴訟代理人弁護士 毛 受 久

被 告 Ｂ

被 告 Ｃ

被告ら訴訟代理人弁護士 金 田 英 一

金 田 賢 太 郎

星 野 馨

主 文

１ 被告らは，原告に対し，連帯して金１６４万１９６７円及びこれに対する平

成１４年８月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告のその余の請求を棄却する。

３ 訴訟費用は，これを５分し，その４を原告の負担とし，その余は被告らの連

帯負担とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告らは，原告に対し，連帯して金９３０万３７５６円及びこれに対する平

成１４年８月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，被告Ｃの開設する歯科医院において歯科医師である被告Ｂによる診

療を受け，１歯の歯冠部をほぼ喪失した原告が，被告Ｃ及び同Ｂに対し，債務

不履行（被告Ｃにつき）又は不法行為（被告Ｃについては使用者責任）に基づ
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いて，診療費相当額及び慰謝料等の損害金並びにこれらに対する不法行為発生

の日からの民法所定の遅延損害金の連帯支払を求めている事案である。

なお，被告Ｂが抜歯を行ったのは平成１４年のことであり，以下の日付は，

特記しない限り，同年の日付である。

１ 前提事実（証拠原因により認定した事実については，括弧書きで当該証拠原

因を掲記する。その余の事実は当事者間に争いがない ）。

(1) 当事者

ア 被告Ｃは 肩書住所地において Ｄ歯科医院 という名称の歯科医院 以， 「 」 （

下「被告医院」という ）を開設している。。

イ 被告Ｂは，歯科医師であり，８月当時，被告医院に勤務していた。

ウ 原告は，昭和３６年生の男性であり，被告医院において平成１４年に被

告Ｂによる診療を受けた。

(2) 被告医院における本件歯の診療経過等

ア 原告の右下６番の歯（下顎右側第一大臼歯。以下「本件歯」という ）。

には，かねてから，銀合金製のアンレー（歯質の表在性欠損部を被覆する

形で修復する鋳造物）が被せてあった（乙Ａ１，２ 。）

イ 原告は，８月９日，被告医院を受診して，被告Ｃとの間で歯科診療を目

的とする診療契約（以下「本件診療契約」という ）を締結した。。

被告Ｂは，同日の診察により，本件歯が３度のう蝕症であること，本件

歯の近心頬側根の根尖に病巣ができていることを確認した。なお，３度の

う蝕症とは，う蝕が歯髄に及んでいるものをいう（乙Ａ１，２，４，６・

２頁，甲Ｂ２１ 。）

原告は，以後８月１６日まで，被告医院において被告Ｂによる歯の診療

を受けた（乙Ａ１，２，弁論の全趣旨 。）

ウ 被告Ｂは，８月１５日，本件歯の抜歯を行った（以下「本件抜歯行為」

という ）が，その際，抜歯を行うことを原告に説明しなかった。。
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本件抜歯行為により，原告は本件歯の歯冠部をほぼ喪失した（乙Ａ７，

８（いずれも枝番を含む ，被告Ｂ本人 。。） ）

２ 原告の主張

(1) 被告Ｂの違法行為

原告は，本件歯の保全と審美を目的として被告医院を訪れ，本件歯に被せ

てあったアンレーをレジン（樹脂）に詰め替えることを求めたにもかかわら

ず，被告は，原告の同意，了解を得ないまま，本件歯の全抜歯を試み，本件

歯を完全に破壊し，使用不可能な状態にした。

(2) 被告らの責任

被告Ｂが，原告の同意を得ないまま本件歯を使用不可能な状態にまで破壊

した行為は民法７０９条の不法行為に該当し，被告Ｂは，被告Ｃの開設する

， ，被告医院の被用者で 被告医院の診療契約上の債務の履行補助者であるから

被告Ｂは，民法７０９条に基づき，被告Ｃは，民法４１５条，同法７１５条

に基づき，被告Ｂの違法行為によって原告に生じた損害を賠償する責任を負

う。

(3) 原告の損害

ア 被告医院における診療費 ４０４０円

イ 被告医院における診療を受けた後に診療を受けた他の医院（以下 「後，

医」という ）における診療費（後記のインプラント手術費用等を除く ）。 。

及び本件抜歯行為についての調査費用 ８万４２６０円

ウ 調査費用（上記イ以外の書籍代） ３万５６６０円

エ インプラント手術費用等 ４０万２１７０円

原告は，被告Ｂがドリル等の器具を用いて本件歯を破壊したため，平成

１６年８月１３日に抜歯治療を，平成１７年５月１４日から同年８月１３

日までの間にインプラント治療を受けることを余儀なくされ，抜歯のため

の診療費として３１７０円を，インプラント手術費用として３９万９００
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０円を支出したが，上記費用は，被告らの違法行為と相当因果関係のある

損害である。

なお，被告らは，欠損歯の補綴は一般にはブリッジ（欠損歯の両側の歯

を削って土台にし，人工の歯（義歯）を装着する方法）で十分であり，原

告がインプラント手術という高額な治療法を選択したからといって，その

出捐額が全額相当因果関係の範囲内の損害となるわけではないと主張する

けれども，ブリッジの人工歯には歯根がないこと，ブリッジの場合，欠損

， （ ）歯の両側の健康な隣接歯を切削する必要がある上 土台となる歯 支台歯

に歯根のない歯の分の大きな負担がかかり，その寿命が短くなること，ブ

， ，リッジの咀嚼力は 天然歯の咀嚼力を大きく下回ることなどの点において

原告の受けた被害を回復する方法としては，不十分である。

オ 将来のインプラント手術費用等 ９６万４５００円

インプラント手術は，１５年が寿命であると評価されているから，原告

の生涯において，今後少なくとも２回のインプラント手術を行う必要があ

り，また，インプラント手術後，おおむね３ないし４か月に１回，メンテ

ナンスのための検診を受けることが必要になる。

これらの費用として合計９６万４５００円を要する。

カ 慰謝料 ６００万円

原告は，本件抜歯行為に際し，歯茎に深い切り込みを加えられ，激しい

肉体的苦痛を受けた。また，原告は，自分の天然歯をすべて一生使うとい

う目標を立て，これを実現するために日々努力してきたところ，被告らの

違法行為により本件歯の歯冠を喪失し，その目標を達成することができな

くなった。これらの点に，被告Ｂが，インフォームドコンセント，患者の

自己決定権を尊重するという医師としての基本的な思想を意図的に無視し

たこと，真摯な謝罪をしないこと，原告の意思を無視して強引に抜歯を強

行したのに原告から抜歯を拒否されなかったと供述するなど虚偽供述を繰
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り返していること等の点を考慮すれば，慰謝料の額は６００万円が相当で

ある。

キ 弁護士費用 １８１万３１２６円

(ア) 証拠保全手続費用 ３１万５０００円

(イ) 着手金及び報酬金 １４９万８１２６円

上記アないしカの合計額である７４９万０６３０円の２割として合意

した。

３ 被告らの反論

(1) 本件歯が保存不可能であったこと

前提事実(2)イのとおり本件歯の近心頬側根の根尖には病巣があったにも

かかわらず，次の①ないし③の諸点に照らし，本件歯の近心根に根管治療を

することはできない状態であった。すなわち，①本件歯の近心根は，頬側舌

側の２根ともに開口部がふさがっていたため，被告Ｂが８月１５日にリー

マーで近心根の根管口の探索を試みた際，その探索が困難であったし，②無

理にリーマーを挿入しようとすると本件歯に穿孔を生じる危険があった。ま

た，③本件歯の近心根は頬側舌側の２根ともに弯曲していたのである。

さらに，本件歯は，前提事実(2)イのとおり，３度のう蝕症であった。

以上によれば，本件歯を完全に保存することは不可能であったということ

ができるから，結局，本件歯を治療するためには抜歯をするしかなかった。

(2) 被告Ｂの違法行為について

上記(1)のとおり本件歯は保存不可能であったから，本件抜歯行為は相当

な行為であり，違法な行為ではない。

(3) 原告の損害について

ア 被告医院における診療費（４０４０円）は争う。

上記(2)のとおり本件抜歯行為は相当な行為であったから，上記診療費

相当額は損害とは評価できない。
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イ 後医における診療費（後記のインプラント手術費用等を除く ）及び本。

件抜歯行為についての調査費用（８万４２６０円）は争う。

(ア) 上記(1)のとおり本件歯は保存不可能であったから，後医における

診療費は，原告に不可避的に発生する費用であり，本件抜歯行為と相当

因果関係のある損害とはいえない。

(イ) また，調査費用は，現在の裁判実務においては，本件抜歯行為と相

当因果関係のある損害とはいえない。

ウ 調査費用（上記イ以外の書籍代 （３万５６６０円）は争う。）

上記イ(イ)と同様，本件抜歯行為と相当因果関係のある損害とはいえな

い。

エ インプラント手術費用等（４０万２１７０円）は争う。

上記イ(ア)と同様，本件抜歯行為と相当因果関係のある損害とはいえな

い。

仮に本件歯が保存可能であったとしても，欠損歯の補綴には一般にブ

リッジを装着すれば十分であるから，本件抜歯行為との間に相当因果関係

が認められる損害はブリッジ代にとどまる。

オ 将来のインプラント手術費用等（９６万４５００円）は争う。

上記エと同様である。

カ 慰謝料額（６００万円）は争う。

本件歯は保存不可能であったから，本件抜歯行為と相当因果関係のある

損害は発生していない。仮に，本件歯が保存可能であったとしても，現在

， 。の裁判実務においては その慰謝料の額は最大で５０万円程度にとどまる

キ 弁護士費用（１８１万３１２６円）は争う。

原告と同訴訟代理人がどのような委任契約を締結したのかは知らない

が，説明義務違反との間に相当因果関係が認められる弁護士費用は本訴認

容額の１割程度である。
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第３ 当裁判所の判断

１ 被告病院における本件歯の診療経過等について

前記前提事実に証拠（甲Ａ３，乙Ａ１，２，６，原告本人，被告Ｂ本人（た

， 。） ， ）だし いずれも後記の採用しない部分は除く のほか 各項に掲記したもの

及び弁論の全趣旨を併せると，以下の事実が認められる。

(1) 根管治療について

ア かつては，う蝕（むし歯）の進行した歯を直ぐに抜くことが歯科診療の

現場で広く行われていたが，歯には，胃腸の消化，吸収を助けるという働

きや，歯触りが味覚を敏感にするという働きがあり，また，よくかむこと

， ，には脳の血流が増える効果があることが知られていることから 最近では

できるだけ歯を残すような治療を行うべきであると考えられるようになっ

てきている（甲Ｂ２１，２５，２７，なお，甲Ａ３・２３頁 。）

イ 根管治療は，一般には，歯の神経の治療と呼ばれ，可能な限り「歯を残

す」ことを重視する考え方に立つ治療方法であり，根管治療の考え方から

すれば 「歯を抜く」ことが必要になるのは非常にまれなケースに限られ，

ることになる（甲Ｂ２１ 。）

ウ 根管治療は，根管由来の細菌や刺激物質が原因で生じる根尖性歯周組織

疾患の予防や治療を目的とするものであり，①抜髄後の根管（抜髄根管）

や②すでに歯髄が失活して感染が生じている根管（感染根管）を機械的お

よび化学的に拡大清掃し，適切な根管充填が行えるように根管の形態を形

成すること，すなわち，根管内から根尖性歯周組織疾患の原因となる細菌

や刺激物質を除去するとともに，これらの有害な物質がふたたび根管内に

貯留しないように，根管内を化学的に安定で生体に傷害を起こさない物質

で密閉（緊密な根管充填）できるように準備することである，と定義され

る。なお，根管治療のなかに根管充填を含める場合もある（甲Ｂ５・１６

２頁 。）
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エ 根管治療は，根管の入り口を探すことから開始されるが，根管が細い場

合などには根管口を見つけるのが難しい場合がある。根管の探索にはリー

マーやファイルが用いられる （甲Ｂ５・１６８頁以下，同・１７７頁，。

甲Ｂ３３）

オ 細い＃１０のファイルを根管に挿入したときに抵抗が強く根尖孔まで達

しない場合には，化学用洗浄剤を併用しながら，同ファイルの引き戻しと

押し込みを繰り返して根管狭窄部を拡大し，根管充填を行う。また，根管

が弯曲している場合には，ファイリング操作（器具を根管壁に接触させ，

ヤスリのように上下運動させる操作）のみで根管を拡大する（甲Ｂ５・１

８９頁 。）

カ 根管治療の成功率は，以前はかなり低く，適応症も限定されていたが，

最近では成功率は高まり，適応症の範囲は広がってきている。現在では，

歯周病や根面う蝕が進行し残存する歯根膜が極めて少ない歯を除いて，外

科的療法や歯周療法との併用により，根管治療の完全な禁忌症は少なく

なっている（甲Ｂ５・１６３頁 。）

キ 髄腔や根管の形態は，歯種によって異なり，年齢，う蝕，咬耗，摩耗に

も大きく影響を受ける。術前のＸ線写真は二次元像であり，特に複根歯で

はＸ線写真による天蓋，髄腔壁，根管の明確な確認は難しい。根管治療時

には，Ｘ線写真から得られる情報を参考に，直視で十分に確認してより正

確な情報を得ること，更に術中に手指の感覚で情報を得ることが重要であ

る（甲Ｂ５・１６７頁 。）

ク 平成２年に入る頃から根管療法の分野で実体顕微鏡の使用が欧米を中心

に普及し始め，現在では通常の根管治療でも使用されている。実体顕微鏡

を使用することにより，天蓋の取り残しや見落としていた根管等を発見す

ることができる。また，石灰変性により閉塞した根管を見つけ出すことも

可能である。髄床底や根管内を実体顕微鏡でよく観察すると，閉塞した根
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管も容易に発見できる（甲Ｂ２６，甲Ｂ２７・３頁 。）

(2) 原告の歯科受診経験等

原告は，自分の歯を一生使うという目標を立て，１日に５回以上歯磨きを

する習慣を続け，子供のころに歯科医院でう蝕の治療を受けて以来，被告医

院に受診するまでの約３０年間，歯科医院で治療を受けたことがなく，歯を

失ったこともなかった（甲Ａ３・２頁 。）

(3) ８月９日の初診時

， ， ， ， ，ア 原告は ８月９日 被告医院を訪れ 被告Ｂの診察を受けたが その際

。 ，本件歯に被せてあったアンレーをレジンに詰め替えることを求めた なお

原告は，診療申込書に，これまでに歯を抜いた経験はなく，この機会に悪

いところは全部治したいと考えている旨を記載した（乙Ａ３ 。）

イ 被告Ｂは，問診やパノラマレントゲン撮影（上顎，下顎が１枚のレント

ゲンで撮影できる断層撮影の一種 本件歯のデンタルレントゲン撮影 歯）， （

の一部(１ないし３歯程度)を撮影対象とするレントゲン ，触診，視診等）

を行った。これらによって判明した本件歯の状況は，以下のとおりであっ

た（乙Ａ４，乙Ａ６・１，２頁 。）

① 問診の結果，時々冷たいものや温かいものがしみることがあったが，

自発痛，咬合痛はなかった。

② パノラマレントゲン撮影及びデンタルレントゲン撮影の結果，本件歯

は，他院で行われた歯髄切断によって歯冠部の歯髄が除去されていたも

， （ ， 。），のの 遠心根 奥歯側の歯根を遠心根 前歯側の歯根を近心根という

近心頬側根及び近心舌側根のいずれも根管充填はされていなかった。そ

して，遠心根の歯髄は生活しているようであったが，近心頬側根には，

根尖部２分の１に肥大が認められ，根尖病巣が認められた。なお，近心

舌側根については，近心頬側根と重なって撮影されたため，根尖病巣の

有無を確認することはできなかった。
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③ 触診及び視診の結果，打診痛はなく，本件歯の付近は，頬側舌側とも

歯肉の腫脹が見られなかった。

④ 無麻酔で本件歯に被せられたアンレーの一部及び軟化象牙質の一部を

切削したところ，本件歯の歯髄に生活反応は認められなかった。

ウ 被告Ｂは，以上の所見から，本件歯は，３度のう蝕症で，近心根につい

ては感染根管の治療が必要であり，遠心根については，歯髄が生活してい

た場合，抜髄をして根管充填をしなければ近心根と同様に感染を生じるお

それがあると考えた。そして，被告Ｂが根管治療が必要であることを原告

に告げたところ，原告は，同治療を希望すると述べた。

(4) ８月１５日の診療

ア 根管治療の開始

被告Ｂは，再度パノラマレントゲン撮影を行って本件歯の近心根の根尖

病巣を確認した。そして，遠心根の歯髄が生活している可能性があったた

め，麻酔を施した上，本件歯の歯冠部のアンレー及びその下の裏装セメン

トを除去し，さらに，軟化象牙質を除去した。なお，軟化象牙質は本件歯

の髄床底の根分枝部付近まで及んでいたため，残った歯質は薄かった（甲

Ａ１，乙Ａ６・３頁 。）

イ 根管口の探索

被告が，＃１０リーマー（１０番のサイズのリーマー。極めて細い部類

のもの）で根管口を探索したところ，本件歯の遠心根は根管が太く，直ぐ

に開口部（歯根の入口部）を見つけることができたが，近心根については

頬側舌側の２根ともに開口部が不明瞭で，これを見付けることができな

かった。被告Ｂは，本件歯の近心根は根管が２つに分かれているために根

管口がもともと細いこと，他院における歯髄切断により本件歯の歯冠部の

歯髄除去がされその切断面に新たに第二象牙質が形成されたために開口部

が閉鎖されていたこと，これらが原因で上記近心根の根管口の探索ができ
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ないと判断した。さらに，残った歯質が薄いために無理に＃１０リーマー

を挿入しようとすると穿孔を生じる危険があること，近心根が弯曲してい

たこと，これらを考え併せ，本件歯の近心根は根管治療の適応がないと判

断した。なお，同日の時点で，被告医院には実体顕微鏡は備えられておら

ず，実体顕微鏡を用いた根管口の探索は行われなかった（乙Ａ６・３，４

頁 。）

ウ 本件抜歯行為

被告Ｂは，本件歯の遠心根は保存が可能であると考え，本件歯の遠心根

と近心根を分割した上で 遠心根は保存し 近心根は抜歯するヘミセクショ， ，

ン（分割抜歯）と呼ばれる処置（下顎大臼歯のどちらかの歯根を歯冠とと

もに分割して抜歯する処置。乙Ｂ１）を試みた。ただし，被告Ｂは，イン

フォームド・コンセントを軽視していたため，原告に対し，ヘミセクショ

ンについて説明しなかった。

被告Ｂは，器具を用いて本件歯を近心根と遠心根とに切断し，更に２つ

の近心根を頬側と舌側に切断することによって近心根を除去しようとし

た。診療時間は１時間以上に及び，被告Ｂは追加麻酔を行った（乙Ａ６・

４，５頁，甲Ａ３・１３，２８，８２頁 。）

エ 本件抜歯行為後の本件歯の状況

本件抜歯行為により，原告は本件歯の歯冠部をほぼ喪失し，歯茎が深く

割れ，歯根には器具による切れ込みが残った。ただし，歯根は，近心根，

遠心根とも除去されなかった（甲Ａ３・２８頁，乙Ａ７，８ 。）

(5) 後医における治療経過等

ア 原告は，８月２０日及び同月２７日に医療法人社団一仁会柴田歯科診療

所（以下「柴田歯科診療所」という ）を受診して，本件歯の治療方針に。

ついて相談した（甲Ｃ６，８ 。）

イ 原告は，８月２７日及び同月３０日にＥ歯科を受診して，同様の相談を
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した（甲Ｃ７，１１ 。）

ウ 原告は，８月２９日，Ｆ歯科クリニックを受診して，同様の相談をした

（甲Ｃ９ 。）

エ 原告は，９月８日，医療法人社団厚誠会歯科を受診して，同様の相談を

した（甲Ｃ１３ 。）

オ 原告は，８月２９日，医療法人社団星友会星野歯科駒沢クリニック（以

「 」 。） ， 。下 星野歯科駒沢クリニック という を受診して 同様の相談をした

カ 原告は，平成１６年８月１３日に星野歯科駒沢クリニックを受診して，

本件歯の歯根を完全に除去した。

キ 原告は，本件歯の欠損部の補綴のため，平成１７年５月１４日に星野歯

科駒沢クリニックを受診し，同日から同年８月１３日までの間（なお，実

通院日数は６日 ，同クリニックの医師による診療を受け，上記欠損部に）

インプラントを装着した。

， ， ，ク 原告は インプラントのメンテナンスのため 平成１７年１２月１０日

平成１８年４月８日及び同年８月１９日に星野歯科駒沢クリニックを受診

（ ， ， ， ， ， （ 。））。した オないしクにつき 甲Ｃ１ ２ １０ １５ 乙Ａ５ 枝番を含む

ケ 原告は，本件抜歯行為の調査のため，９月５日及び同月９日にレントゲ

ンの焼き増しを行うとともに平成１５年２月４日に書籍を購入した（甲Ｃ

１２，１４，１６ 。）

上記(4)の認定に関し，原告は，被告Ｂは８月１５日に根管治療を試行せず

いきなり本件抜歯行為を行った，と主張し，これと同旨の陳述（甲Ａ３・１８

頁 ，供述をしている。）

しかしながら，本件抜歯行為時，麻酔の施行により原告の口腔内の感覚は相

当程度鈍麻していたと推認され，原告において被告Ｂがどのような治療行為を

行っているかを正確に認識しうる状態であったかについては疑問の余地がある

上，原告本人尋問の結果によれば，本件抜歯行為の際，原告が目を閉じていた
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こと，原告において，本件歯の分割がされたことを舌で確認したのは治療開始

直後ではなく治療開始から数分経った後である（長くても１０分は経過してい

ない）と認識していることが認められるから，被告Ｂが根管治療を施行せずい

きなり本件抜歯行為を行ったとする上記の陳述・供述は根拠に乏しいといわざ

るをえない。

他に，本件全証拠を検討してみても，上記認定を覆すに足りる証拠はない。

２ 被告らの損害賠償責任について

(1) 前記１(1)で認定した事実によれば，抜歯は，歯に加えられる最終的な医

療処置であり，可能な限り避けるべきものであるとされていることが認めら

れるから，う蝕症等の治療に当たる歯科医師としては，治療の対象となって

いる歯が根管治療の禁忌症に該当する場合を除き，当該歯の抜歯以外の方法

で治療目的を達成するための手段を尽くすべき義務を負っており，抜歯を行

うことがやむを得ない場合であっても，抜歯を行う必要性について患者に対

し十分な説明を行う義務を負っていると解される。

(2) そこで，被告Ｂが抜歯以外の方法で本件歯の治療を行うための手段を尽

くしたか否かについて検討するに，まず，前記１(1)カで認定したとおり，

歯周病や根面う蝕が進行し残存する歯根膜が極めて少ない歯は根管治療の禁

忌症に該当するが，本件全証拠を検討してみても，本件歯が上記禁忌症に該

当することを認めるに足りる証拠はない。

また，前記１(4)イで認定したとおり，本件歯については，近心根の根管

が２つに分かれているために根管口がもともと細く，＃１０リーマーによる

探索によっても本件歯の近心根の根管口が不明瞭であったこと，残った歯質

が薄いために無理に＃１０リーマーを挿入しようとすると本件歯に穿孔を生

じる危険があったこと，近心根が弯曲していたことなどの事情から，根管治

療が困難であったことがうかがわれるが，他方，前記１(1)クで認定したと

おり，実体顕微鏡を使用すれば，従来見落とされていた根管や石灰変性によ
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り閉塞した根管を発見することは不可能ではなく，根管口の探索ができれば

狭窄根管や弯曲根管であっても，前記１(1)オの方法により，根管の拡大・

形成を図ることが可能な場合があると考えられているところ，前記１(4)イ

で認定したとおり，本件抜歯行為に先立ち，実体顕微鏡を用いた根管口の探

索は試みられていない。

一方 本件歯の近心頬側根には根尖病巣が存在していたが 前提事実１(2)， （

イ ，今日では，原告の歯根近くにあった根尖病巣よりも大きな根尖病巣が）

。 ， ，根管治療により除去される例が珍しくない また 根尖病巣を除去するには

， （ ，根管治療に限らず 切開排膿という外科的方法もある 甲Ａ３・４３頁以下

甲Ｂ１５，甲Ｂ１６，甲Ｂ１７，甲Ｂ１８，甲Ｂ１９ 。）

以上によれば，本件においては，本件抜歯行為に先立って，本件歯の抜歯

以外の方法で治療目的を達成するための手段が尽くされているとはいえない

ことが明らかである。

(3) これに対し，社団法人東京都歯科医師会の医事担当理事であるＧ（以下

「Ｇ理事」という ）が作成した意見書（乙Ｂ２）には，デンタルサイズの。

Ｘ線写真によれば，本件歯の根管は狭窄しており，この根管を拡大して根管

治療を完遂するのは不可能に近い，との記載がある。

しかしながら，術前のＸ線写真は二次元像であり，特に本件歯のような複

根歯ではＸ線写真による根管の明確な確認は困難で，正確な情報を得るため

には，Ｘ線写真から得られる情報を参考に直視で十分に確認する必要がある

ところ，Ｇ理事は，本件歯の根管を直視していない。また，Ｇ理事は，後医

である柴田歯科診療所において撮影されたＸ線写真を読影した上，本件歯に

つき 「根管治療あるいは抜歯の適応症といえる 」との所見を述べ（乙Ｂ， 。

３ ，本件歯に根管治療を施すことによって抜歯を回避する可能性を否定し）

ていない。さらに，狭窄した根管や弯曲した根管についてもそれだけで根管

治療の適応がないとされているわけではないことは前記１(1)オで認定した
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とおりである。

そうすると，Ｇ理事の作成した意見書（乙Ｂ２）中の上記記載から直ちに

本件歯について根管治療を完遂することが不可能であったと認めることはで

きない。

(4) 以上によれば，被告Ｂは，本件歯の抜歯を回避するための手段を尽くさ

ず， かつ，原告に対して抜歯の必要性を説明せずに，本件歯の抜歯を行った

もの と認められるから，被告Ｂの本件抜歯行為は原告に対する不法行為を構

成し， 被告Ｂは，民法７０９条に基づき，被告Ｃは，民法４１５条，同法７

１５ 条１項に基づき，それぞれ，本件抜歯行為によって原告に生じた損害を

賠償 する責任を負うと解すべきである。

３ 原告の損害

(1) 被告医院における診療費 ２０４０円

被告医院における８月１５日の診療の費用の支出は本件抜歯行為と相当因

果関係のある損害と認められるところ，証拠（甲Ｃ５）によれば，その額は

２０４０円であると認められる。なお，被告医院における８月９日の診療の

（ ） ， 。費用の支出 甲Ｃ４ は 本件抜歯行為と相当因果関係のある損害ではない

(2) 後医における診療費（後記のインプラント手術費用等を除く ） ５万。

９５００円

前記１(5)アないしカで認定したとおり，原告は，本件抜歯行為を受けた

後，後医において本件歯の治療方針について相談し抜歯治療を受けることに

なったものであり，証拠（甲Ｃ６ないし１１，１３，１５）によれば，原告

は，後医における診療のために，５万９５００円を支出したことが認められ

るところ，これらは，本件抜歯行為と相当因果関係のある損害であると認め

られる。

(3) 調査費用 ６万３５９０円

前記１(5)ケで認定したとおり，原告は，本件抜歯行為に関する調査のた
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め，レントゲンの焼き増しを行うとともに書籍を購入し，証拠（甲Ｃ１２，

１４，１６）によれば，原告は，上記調査のために，６万３５９０円（レン

トゲンの焼き増し費用計２万７９３０円及び書籍代３万５６６０円）を支出

したことが認められるところ，本件抜歯行為に関する調査のためにレントゲ

ンの焼き増しや書籍の購入を行い，そのために上記の額を支出することは社

， ，会通念上相当な範囲の支出であるということができるから 上記調査費用は

本件抜歯行為と相当因果関係のある損害であると認められる。

(4) インプラント手術費用 ３９万９０００円

ア 前記１(5)キで認定したとおり，原告は，本件抜歯行為を受けた後，平

成１７年５月１４日から同年８月１３日まで間，インプラント治療を受け

ることになったものであり，証拠（甲Ｃ１，２）によれば，インプラント

手術費用として３９万９０００円を支出したことが認められるところ，原

告は，上記手術費用は，本件抜歯行為と相当因果関係のある損害であると

主張している。

イ この点について，被告らは，欠損歯の補綴には一般にブリッジを装着す

れば十分であることに照らして，本件抜歯行為とインプラント治療との間

には相当因果関係が認められないと主張する。

しかしながら，証拠（甲Ｂ７，９，１０，１４，２３）及び弁論の全趣

旨によれば，ブリッジの人工歯には歯根がないこと，ブリッジの場合，欠

損歯の両側の健康な隣接歯を切削する必要がある上，土台となる歯（支台

） ， ，歯 に歯根のない歯の分の大きな負担がかかり その寿命が短くなること

ブリッジの咀嚼力は，天然歯の咀嚼力を大きく下回ることなどの点におい

て，原告の受けた被害を回復する方法としては，不十分であること，欧米

においては歯を失った時の主な治療法はインプラントであること，日本に

おいても，医師によって技術の巧拙はあるものの，ある程度専門的に勉強

した医師であればインプラント治療を行っていることが認められるから，
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本件抜歯行為とインプラント治療との間には相当因果関係が認められると

いうべきであり，被告らの上記主張は採用することができない。

(5) 将来のインプラント手術費用 ２８万４２４４円

証拠（乙Ａ５の２）及び弁論の全趣旨によれば，インプラント手術の成功

基準はインプラントを入れた後最低１０年間維持されることであるといわれ

ており，星野歯科駒沢クリニックにおいては，インプラント治療後１０年間

維持されることを保証していることが認められ，原告の生涯において（本件

抜歯行為の時点における原告の平均余命は３９.６４年 ，今後少なくとも）

２回のインプラント手術を受ける必要があることが認められる。

そこで，インプラントの耐用年数を原告の主張どおり１５年とし，インプ

ラントの手術費用を３９万９０００円として，中間利息を控除して，将来の

インプラント手術費用を算出すると，次の数式のとおり２８万４２４４円と

なる。

① １回目の再手術費用 １９万１９２５円

３９万９０００円×０．４８１０１７１０（１５年間のライプニッ

ツ係数（現価 ）＝１９万１９２５円）

② ２回目の再手術費用 ９万２３１９円

３９万９０００円×０．２３１３７７４５（３０年間のライプニッ

ツ係数（現価 ）＝９万２３１９円）

③ 合計 ２８万４２４４円

(6) インプラントのメンテナンスのための費用 １３万３５９３円

証拠（甲Ｃ３，乙Ａ５の２・２枚目）によれば，原告が，インプラントの

メンテナンスのために，平成１７年１２月１０日に６８００円（デンタルレ

ントゲン撮影料５００円，インプラント１本当たりのクリーニング代１０５

０円，インプラント以外の歯のクリーニング代及び検査料５２５０円 ，平）

（ ，成１８年４月８日に１万０５００円 パノラマレントゲン撮影料５０００円
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インプラント１本当たりのクリーニング代１０５０円，インプラント以外の

歯のクリーニング及び検査料５２５０円（ただし，１万０５００円が上限で

ある ，同年８月１９日に６８００円を支出したこと，原告は，平成１８。））

年８月２０日以降４ないし６か月に１回，インプラントのメンテナンスのた

めの検診を受ける必要があり，各検診時に６８００円又は１万０５００円の

支払を要することが認められる。

もっとも，インプラント以外の歯のクリーニング及び検査のための支出と

本件抜歯行為との間には相当因果関係が認められないから，原告の平成１７

年１２月１０日，平成１８年４月８日，同年８月１９日の上記支出のうち，

本件抜歯行為と相当因果関係のある支出の額は，それぞれ１５５０円，６０

５０円，１５５０円であると認める。

そして，原告が，インプラントのメンテナンスのために６か月に１回程度

通院し，毎年７６００円（１５５０円と６０５０円の合計額）を支出する前

提の下に，本件抜歯行為から４年余りが経過した平成１８年８月２０日から

の原告の平均余命である３５．６４年間（３９．６４－４）の，インプラン

トのメンテナンスに要する費用を算出すると，次の数式のとおり１２万４４

４３円となる。

７６００円×１６．３７４１（３５年間のライプニッツ係数（年金現

価 ）＝１２万４４４３円）

(7) 慰謝料 ５０万円

本件抜歯行為によって原告が被った肉体的・精神的苦痛の態様，程度等

を考慮すると，慰謝料の額は５０万円をもって相当と認める。

(8) 弁護士費用 ２０万円

本件抜歯行為と相当因果関係のある弁護士費用の額としては，２０万円

が相当である。

４ 結論
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以上の次第で，原告の本訴請求については，被告らに対し，１６４万１９６

７円及びこれに対する平成１４年８月１５日（不法行為発生の日）から支払済

みまで年５分の割合による遅延損害金の連帯支払を求める限度で理由があるか

ら，その限度で認容し，その余は理由がないからこれを棄却することとし，訴

訟費用の負担につき民訴法６４条本文，６１条，６５条１項ただし書を，仮執

， 。行の宣言につき同法２５９条１項をそれぞれ適用して 主文のとおり判決する

東京地方裁判所民事第１４部

孝 橋 宏裁判長裁判官

坂 田 大 吾裁判官

宮 川 広 臣裁判官


